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核燃料サイクル開発機構による研究開発

○高速増殖炉サイクル技術開発

　・高速増殖原型炉「もんじゅ」

　・実用化戦略調査研究
　　等

○軽水炉再処理技術開発
　

○高レベル放射性廃棄物処理処分研究開発

○公募方式による革新的原子力システム技術開発
（内局）
（平成14年度～）

文部科学省における核燃料サイクル研究開発

（高速増殖炉サイクル技術開発）
・エネルギーの長期安定供給に向けて、技術的選択肢の確保に
取り組んでいくことが重要
・高速増殖炉サイクル技術はそのような技術的選択肢の中でも
潜在的可能性が最も大きいものの一つとして位置付けられてい
る
・また、高レベル放射性廃棄物中に残留する超ウラン元素の量
を少なくすることにより廃棄物問題の解決にも貢献し得る

（もんじゅ）
・「もんじゅ」は、発電プラントとしての信頼性の実証とナトリウム
取扱技術の確立という初期の目的を達成することは他の選択肢
との比較評価のベースともなることから優先して取り組むことが
特に重要。高速増殖炉サイクル技術の研究開発の場の中核とし
て位置付け、早期の運転再開を目指す

（実用化戦略調査研究）
・高速増殖炉サイクル技術として適切な実用化像とそこに到るた
めの研究開発計画を提示することを目的に「実用化戦略調査研
究」を引き続き推進

（軽水炉使用済燃料再処理）
核燃料サイクル開発機構の東海再処理施設の運転経験を踏ま
えつつ、海外の再処理先進国の技術、経験を導入して、六ヶ所
再処理工場を計画し、現在、２００５年の操業開始に向けて建設
を進めている。

（高レベル放射性廃棄物）
深地層の研究施設、地層処分放射化学研究施設等を活用し、
地層処分技術の信頼性の確認や安全評価手法の確立に向け
て着実に推進

・21世紀を展望すると、次世代軽水炉とともに、高い経済性
と安全性をもち熱利用等の多様なエネルギー供給や原子炉利
用の普及に適した革新的な原子炉が期待される。このため、
炉の規模や方式にとらわれず多様なアイデアの活用に留意し
つつ、国、産業界及び大学が協力して革新的な原子炉の研究
会開発についての検討を行うことが必要である。

原子力長期計画［Ｈ12.11］（抄）
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産学官連携による革新的原子力技術の開発（公募型事業）産学官連携による革新的原子力技術の開発（公募型事業）

○「原子力長計」
　研究開発における産学官の協力が必要

○「科学技術基本計画」
　優れた成果を生み出す研究開発システムの構築

連携連携

公　募公　募
（有職者による選定・評価）

国・・・研究分野を提示

　核燃料サイクルシステム技術開発　　　
　　　・H15予算：13億円
　　　　　　　　　　（H14予算額：19億円）
　　　・H14採択課題数　：8課題
　　　・開発期間　：3~5年程度

　　　革新的原子炉技術開発　　　　　　
　　・H15予算：28億円　　　　　　　　　　　
　　　　　（H14予算額35億円）
　　・H14採択課題数　：9課題
　　・開発期間　：3~5年程度

大学等

・日本原子力研究所
・核燃料サイクル開発機構
・独立行政法人　等

・企業（メーカー・電力等）
・公益法人

背景・必要性

研究開発システムの変革研究開発システムの変革

産学官の連携を促進
競争原理の導入

（参考１）
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革新的原子力システム技術開発革新的原子力システム技術開発
（核燃料サイクルシステム技術開発）
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窒化物燃料金属燃料酸化物燃料

全ｱｸﾁﾉｲﾄﾞ回収ＳＦ簡易処理法

ウラニルイオン選択的沈殿法
による簡易再処理

ＥＲＩＸプロセスによる
高速炉燃料再処理

酸化物燃料の電解還元処理

溶融塩電解共析法を用いた
再処理技術

金属燃料の乾式再
処理プロセスの
合理化

窒化物燃料と乾式
再処理に基づく核
燃料サイクルに
関する技術開発

ＳＦＬ応用技術による放射性廃棄物の低減化

（参考２）
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革新的原子力システム技術開発革新的原子力システム技術開発
（革新的原子炉技術開発）

基
盤
技
術

原
子
炉
技
術

鉛冷却炉
加速器駆動炉

ガス炉ナトリウム冷却炉水冷却炉

超高燃焼
水冷却
増殖炉　

超安全小型
簡素化
高速炉

高温
ガス炉

加速器駆動
未臨界炉
（２件）

鉛ビスマス
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の超臨界圧
水化学　　

超高温ガス
冷却高速炉
炉心構造
材料　

ＭＡ核種の核データ　　　

（参考３）
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